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31　はじめに――問題意識
　
　人材育成とキャリア形成という視点からイギリ
スのホワイトカラーを対象として筆者が実施した
調査データ（以下、2018英国調査と略）を分析し、
先行して実施された国際比較研究（とくに小池・
猪木 2002）の結果との比較考察を試みることで、
日英を中心とした国間の共通点と差異を明らかに
すること、これが本ノートのねらいである。
　人材育成とキャリア形成をホワイトカラー中心
に探るといっても、本ノートの主たる対象は大企
業に勤務する管理職の組織内キャリアに限定され
る。2018英国調査では中小企業のホワイトカラー
や転職を含む組織間キャリアの実態や企業コミュ
ニティ性に関わる労働者意識についても調査して
いるが、それらの分析は別の機会に行いたい。
　ところでいまなぜ組織内キャリアの分析なの
か。そしてその国際比較が必要なのか。学校卒業
から入社し、そののちのキャリアの横（つまり異
動やローテーション）と縦（つまり昇進）への関
心を組織内キャリアへの関心と呼ぶなら、組織内
キャリアへの研究は一定の蓄積を見ている。
　こうしたキャリア研究の背景には、佐藤（2011；
2014）が指摘したように、一方で、グローバル
化や知識経済化を背景に、「伝統的なキャリアは
死んだ」に象徴されるプロティアン・キャリア論
（Hall1976；1996）やバウンダリレス・キャリア
論に代表される新しいキャリア論の台頭がある
（Arthur and Rousseau1996；Sullivan1999ほか）。
　しかしながら、他方で特定組織に長期勤続し、
異動と昇進を繰り返しながら管理職に昇進してい
く伝統的キャリアパタンは未だ強靭な生命力を保
持しているという見方がある（MacDonald,Brown 
and Bradley2005；Baruch2006；Hamori and 
Kararika2009；Vinkenburg and Weber2012ほ
か）。
　また最近日本では、こうしたキャリアへの関心
に加えて、欧米がジョブ型雇用であるのに対して
日本はメンバーシップ型雇用であるという見方も
関心を集めている（濱口 2013）。
　これらはいずれも研究者の関心を集めているコ
ンセプトだが、肝心の欧米企業や日本企業に働く
人々のキャリアの実態はどうなのかについて、実
証的データもしくは経験的エビデンスが必ずしも
十分に蓄積されているとはいえない。つまり本
ノートの関心にそっていうと管理職の組織内キャ
リアについての実証的な国際比較研究は乏しいと
いって差支えない。管理職層のキャリアに関する
日英比較研究は、わずかに Storey他（1997）、小池・
猪木（2002）などに限られる。ただ残念ながらこ
れら先行調査研究の実施時期が約 20年前であり、
かなり古い。本ノートでは同一の質問を設定した
調査票による比較考察を試みるが、その点を考慮
する必要がある。
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ホワイトカラーのキャリア形成に関する
日英比較研究
――大企業管理職を中心とした実証分析
4　本ノートの構成は以下のようである。2では大
企業ホワイトカラーのキャリアに関する国際比較
研究のサーベイを行い、3では分析のフレームワー
クを構成し先行研究から導かれるいくつかの仮説
を提示する。4では 2018英国調査のデータを分
析しながら、先行研究との比較を試みる。5では
まとめとして日本と対比したときの英国の特徴を
要約する。
2	 大企業ホワイトカラーのキャリアに
関する国際比較研究のサーベイ
　既に触れたように、大企業ホワイトカラーの
キャリアに関する国際比較研究はそれほど多く
はない。以下では、主要なものとして Storey 他
（1997）と日本労働研究機構（1997）及び小池・
猪木（2002）の主要な事実発見をサーベイしよう。
2.1　Storey 他（1997）
　Storey 他（1997）は、イギリスと日本の大企
業に勤務するマネージャー層のキャリアに関する
事例研究を試みた。調査対象は下記のように日英
ともエンジニアリング業、銀行業、小売業（スー
パーマーケット）、電気通信業から 1社ずつ、計
8社が選ばれ、そこに勤務するマネージャー層計
239人（日本人 107人、イギリス人 132人）が調
査対象となった。インタビュー調査（イギリス企
業 4社、日本企業 4社）のほかアンケート調査（イ
ギリス企業勤務社員 132人、日本企業勤務社員
107人、合計 239人）も実施された。主な事実発
見として以下が挙げられる。
　第 1に、マネージャーの学歴水準と初めてフル
タイム職についた年齢をみると、イギリスの銀行
を除けば、日英すべての企業で大卒者の割合が最
も多い。なお、日英間で比較すると、日本のほう
が大卒以上者の割合が多く、学歴水準が高い。つ
ぎに初職年齢をみると、イギリスでは、18歳以
下で初職についたものがかなり存在するが日本企
業は皆無である。
　第 2に、マネージャーの転職経験と勤続年数を
日英間で比較すると、イギリスのほうが転職経験
のある者が多く、勤続年数は短い。しかしイギリ
スにも「この会社のみ」、つまり転職経験のない
ものが多く、銀行では 88％、通信で 76％、エン
ジニアリングで 58％と過半数を占めている。
　第 3に、最初にマネージャーについた年齢をみ
たものであるが、日本に比べてイギリスのほうが
若い。イギリスは 26歳以下が少なくないが、日
本は皆無で、大半は 30歳以降である。日本のエ
ンジニアリングやバンキングでは 36－ 40歳のマ
ネージャーも過半数を占めている。
　第 4に、マネージャーのキャリアパスの明確さ
についての意識をみると、総じてイギリスのほう
が明確だとこたえる割合が多い。これは一つの解
釈だが、イギリスは、職務変更をともなう異動は
あまりないので、パスが見えやすいが、日本は今
後の異動先を含めてパスが見えにくい事情による
ものかもしれない。
　第 5に、水平移動と昇進についての見通しをみ
ると、日英ともに、昇進機会は減少するとみてい
る一方、水平移動は増加するとみている。
2.2	 日本労働研究機構（1998）のイギリス
調査
　日本労働研究機構（1998）は、大企業を事例
にした日英比較研究を行った。主に大卒ホワイト
カラー層のキャリア形成のしくみを調べた結果、
以下が明らかにされている。
　第 1に、転職経験の有無を調べた結果、イギリ
スのほうに転職経験者が多い。事例研究によると、
確立した大メーカーの経理部門の事例の場合、日
本の経理部門 7人全員が転職経験 0回だが、イギ
リスの経理では 8人全員転職経験があった。
　第 2に、キャリアの幅、つまり水平移動の範囲
をみると、日本もイギリスもほぼ一つの職能にお
さまるが日本のほうがやや広い。
　第 3に、キャリアの縦、つまり垂直移動のタイ
ミングをみると、最初の選抜時期は日本のほうが
遅い。スーパーマーケットのマーケティング部門
を事例にみると、イギリスの場合、入社してから
5ホワイトカラーのキャリア形成に関する日英比較研究
2-3年後に最初の選抜があり、入社後 8-9年後に実
質的な選抜時期、つまりそれ以上昇進しないもの
が半分以上出現する横ばい群出現時期がくる。こ
れに対して日本の場合、どちらの選抜時期もイギ
リスよりもかなり遅い。
　第 4に、日本のほうが、工場、支店、営業所な
どでの現場を経験しているものが多い。
　 第 5に、 内 部 労 働 市 場 へ の 入 り 口（intake 
point）をみると、日本はもちろん、新規大卒採
用を行っている。イギリスの確立した大企業の
場合、新規大卒採用（new school leaver）と中
途採用（mid-career recruitment）を組み合わ
せているが、急成長中の会社の場合は、中途採
用（mid-career recruitment）のみで、しかも職
業資格に依存して選抜を行っている（screening 
relying on occupational qualiﬁcation）。
　以上の観察結果は、イギリスのホワイトカラー
のほうが、 転職経験者が多いなど、 Storey他
（1997）と共通する部分がある。
2.3	 小池・猪木（2002）のアンケート調査
　小池・猪木（2002）のアンケート調査の分析
は、佐藤博樹（2002：249-267）が日本労働研究
機構（1998）のアンケート編の結果を日米独の 3
カ国についてまとめたものである 1。ただ残念な
ことにイギリスの調査は実施されておらず、日
英比較はなされていない。ドーア（1973=1993）
の組織志向型と市場志向型の類型やホールとソシ
キス（2001=2007）による資本主義の多様性論
では、イギリスはアメリカと同じ市場志向型の国
であり、また LME（自由市場経済）モデルの国
に位置しているので、両国は類似しているとの推
察が可能である。すると以下 3節で述べるような
フレームワークと仮説が考えられる。
3	 分析のフレームワークと仮説、調査
データ
3.1　分析のフレームワークと仮説
　第 1に、イギリスの管理職には中途採用されて
入社した転職経験者が多い。それに対して日本の
管理職は新卒採用者、内部昇進者の割合が多い。
　第 2に、イギリスで転職者が多くなることが可
能となる背景として、学校で学んだことが今の仕
事に役立つという意味での教育の職業的意義（職
業的レリバンス）がイギリスでは強いが、日本で
は弱い。
　第 3に、それとあわせて仕事が社会性（他社通
用性）を持つために、公的もしくは社会的資格が
必要となる度合がイギリスでは強く、日本では弱
い。
　第 4に、組織内キャリアの幅もしくは横（異動
やローテーションの範囲）という点をみると、イ
ギリスの管理職は特定職能に特化する割合が高い
が、日本ではキャリアの幅は広い。
　第 5に、組織内キャリアの縦もしくは昇進選抜
の時期という点では、イギリスでは幹部候補にな
るためのルート（ファストトラック）が入社時点
から取り入れられており、昇進選抜の時期は日本
と比べて早い。
　以上はあくまで先行調査研究から導かれる仮説
である。4節以下ではその検証を試みることとし
たい。
3.2　調査データ 2
　2018英国調査では、Web による調査で民間企
業に勤務する正規の雇用労働者 1000人から回答
を得た。Web 調査の実施に際しては、クロスマー
ケティング社の協力を得た。回答者の基本的属性
は以下のようである。性別構成は男性 46.4%、女
性 53.6％と女性がやや多い。年齢構成は、19歳
以下は 0%、20歳代 10.6％、30歳代 27.5％、40
歳代 27.7％、50歳代 26.4％、60歳以上が 7.8％
である。最終学歴の構成は、日本の高卒相当（A
レベル）が 29.1％、4年制大卒が 30.1％、大学院
相当が 10.5％となっている。また勤務先の業種
は、卸売・小売業 14.7％が最も多く、サービス業
13.9％、製造業 13.3％がこれに続いている。勤務
先での職能は、事務職が 43.7％と最も多く、以下
管理職が 28.6％、専門・技術職 18.4％、営業・販
6売職 9.3％と続く。現勤務先での職位は、一般社
員 50.5％、係長・主任クラス 9.5％、課長クラス
14.5％、部長クラス 19.4％、経営者・役員クラス
6.1％となっている。
　なお、回答者の現勤務先の従業員規模の構成に
ついては以下のようであった（表 1）。
 
　日本の先行調査研究との比較に際しては、なる
べく従業員規模を揃えて考察する必要があるの
で、「1000人以上の企業」を大企業と定義した。
大企業とは日本の中小企業基本法の定義によると
300人以上の企業であるが、小池・猪木（2002）
での日米企業のサンプルの 9割強（ドイツは 6割
強）が 1000人以上の企業であることによる（表
14）。また対象とする管理職層は、職位区分によ
る「部長クラス、課長クラス」とした。
　こうしたことから以下の比較考察で、イギリ
スの大企業管理職という場合は、回答者のうち
1000人以上の企業に勤務している部長クラス、
課長クラスの者を指している。
　以上、英国調査の回答者の基本属性をみた。以
下ではこれをもとに日英もしくは日英日独の比較
考察も試みることとしよう。
4	 人材育成とキャリア形成の日英比較
――大企業管理職を中心に
　
　4では大企業ホワイトカラーのなかでも管理職
の人材育成とキャリア形成の実態について分析を
行う。また日本（及び他国）を対象とした先行調
査研究の結果との比較も併せて試みることとする。
4.1　経験した企業数
　一つの企業にどれくらい転職経験者がいるのか
は労働市場の流動性を計測する手立ての一つであ
る。これまでの国際比較研究によると、日本の労
働者の転職経験者は少なく、イギリスは多いとさ
れる。それでは実際はどうであろうか。2018英
国調査の結果を先行する調査研究である小池・猪
木（2002）と比較してみたのが表 2である。
　ここで、1社（今の会社のみ）と回答した者は
表 1	 2018 英国調査の従業員規模別にみた回答
者数
今の会社のフルタイム従業員数は以下のどれにあては
まりますか。（SA）
回答者数（人）
勤務先従業員数 1000 
1 300 人未満 370 
2 300 ～ 999 人 161 
3 1000 ～ 2999 人 125 
4 3000 ～ 4999 人 88 
5 5000 ～ 9999 人 79 
6 10000 人以上 177 
表 2　経験した企業数	 （単位：%）
2018 英国調査 （参考）先行調査研究
イギリスホワイト
カラ （ー1000人） 日本（1567人） アメリカ（752人） ドイツ（674人）うち大企業管理職
（143人）
1 社（今の会社のみ） 16.4 14.7 81.5 18.1 28.3
2 社 15.6 18.9 18.2 27.3 23.9
3 社 20.6 23.8 13.3 23.3 24.9
4 社 16.7 19.6 4.9 15.6 11.9
5 社以上 30.6 23.1 3.5 15.6 9.6
注： 先行調査研究は小池・猪木（2002:251）から引用。日本、アメリカ、ドイツの回答者の大半が大企業の課長、部長なので、
イギリスの回答者のうち大企業勤務（従業員 1000人以上）の課長クラス、部長クラスを大企業管理職として集計した。
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学校卒業と同時に入社し転職せずに昇進して管理
職になったものを意味する。その割合は、イギリ
スのホワイトカラーでは 16.4％、大企業管理職で
はさらに 14.7％と少なく、これは先行調査研究の
アメリカの数値よりも少ない。また 5社以上の多
頻度転職経験者の割合もイギリスの大企業管理職
は 23.1％であり、アメリカの 15.6％をやや上回る。
つまり管理職の流動性は高い。それに対して日本
は今の会社のみが 81.5％と多い。つまり日本の大
企業管理職は、新卒採用で入社した生え抜き昇進
の管理職が約 8割を占めていることになる。
　ここから日本の管理職と比べたイギリスの特徴
として、新卒入社し、内部昇進して管理職になる
というよりも転職しながら、昇進して管理職にな
る者が多いことを指摘しうる。
4.2　今の仕事を進める上で役に立ったこと
　イギリスの大企業管理職は今の仕事を進める上
でどのようなことが役に立ったと考えているか。
表 3はその結果を示すものである。参考までに小
池・猪木（2002）の日米独の結果も掲載している。
　表 3のうちイギリスの大企業管理職のスコアを
日本と比較すると以下が指摘できる。第 1に、日
本よりスコアが高いのは、「会社が実施する Off-
JT」「最終学歴の教育内容」「特定職能内の特定の
仕事の経験」である。第 2に、日本がイギリスよ
りもスコアが高いのは、「当該職能内のいろいろ
な仕事の経験」「当該職能の他の職能の経験」「職
場の上司の指導やアドバイス」である。
　以上のことから、イギリスの大企業管理職は、
学校と職業との関連（教育の職業的レリバンス）
は日本よりも強いこと、また経験した職能の範
囲は日本よりもやや狭いこと、そして日本は Off-
JT よりも OJT への依存が強いこと、などを指摘
できるだろう。
4.3	 現在従事している仕事につくために
もっていた方がよい公的ないし社会的
資格及びその理由
　表 4は「現在従事している仕事につくために不
可欠なもしくは持っていた方がよい公的もしくは
社会的資格の有無」について尋ねた結果である。
参考となる先行研究小池・猪木（2002）の結果
も掲載してある。なお、先行調査研究では「不可
欠な資格」と尋ねている点に注意してほしい。
　まずそうした資格の有無についてみると、イギ
リスのホワイトカラーの 50.9％、大企業の管理職
になると 70.9％が「ある」と回答しており「ない」
表 3　今の仕事を進める上で役に立ったこと	 （単位：%）
2018 英国調査 （参考）先行調査研究
イギリスホ
ワイトカラー
（1000人）
日本（1567人）
アメリカ
（752人）
ドイツ
（674人）うち大企業管
理職（229人）
（1）最終学歴の教育内容 0.96 1.10 0.86 1.5 0.87
（2）会社が実施する Off-JT 0.88 1.02 0.96 1.15 1.12
（3）独学や自費で受けた教育訓練 1.06 1.20 1.26 1.34 1.46
（4）当該職能内のいろいろな仕事の経験 1.44 1.43 1.70 1.71 1.58
（5）特定職能内の特定の仕事の経験 1.52 1.51 1.46 1.57 1.41
（6）当該職能の他の職能の経験 1.23 1.29 1.47 1.06 1.19
（7）職場の上司の指導やアドバイス 1.10 1.11 1.40 1.35 1.06
注： 先行調査研究は小池・猪木（2002：256）を参照しつつ、有効度指数は（1）から（7）のそれぞれに関する選択肢
の回答比率からつぎのように作成した。有効度指数＝（「とても役立った」（%）× 2＋「ある程度役に立った」（%）
× 1＋「全く役に立たなかった」（%）× 0）× 100－「経験しなかった」（%）－「無回答」（%）。
8を上回っている。これに対して日本の管理職では
「ある」と回答している者は 28.9％と少なく、「な
い」が 69.2％と多い。日英間のこの違いは対象的
である。
　つまり日英比較でみたイギリスの管理職の特徴
としては、今の仕事をする上で必要な公的もしく
は社会的資格があると回答しているホワイトカ
ラーが多く、日本は少ない、といえるだろう。ち
なみに 4カ国比較をすると「ある」の多い順に、
イギリス、アメリカ、日本、ドイツとなる。
　つぎに資格が必要な理由についてみると（表
5）、国際比較でみたイギリスの特徴は、「仕事に
就くために不可欠な条件だから」、「昇進に有利だ
から」が多いこと、日本の特徴は、「仕事につく
ために不可欠な条件だから」「昇進に有利だから」
が少ないこと（ちなみにこの 2つの理由は 4カ国
中、最も少ない）、また「今の仕事の遂行能力が
身につくから」が最も多いこと（4カ国中、最も
多い）が挙げられる。
　他国と比べて日本の管理職には仕事に不可欠な
資格（あるいは業務独占資格）があまり求められ
ていないこと、また日本の管理職の多くは、処遇
向上ではなく仕事の遂行能力獲得を目的に資格取
得しており、日本企業の多くが公的もしくは社会
的資格を取得しても評価せず、処遇にも反映しな
い運用を行っている背景がここから示唆される。
4.4	 組織内キャリアの横――現在の職能と
最長職能
　4.4と 4.5では組織内キャリアを横と縦の 2つの
視点から分析する。担当している職能の範囲や職
能の経験年数をみることでキャリアの範囲を分析
表 4　今の仕事をする上で不可欠なもしくはもっていた方がよい公的・社会的資格	 （単位：%）
2018 英国調査 （参考）先行調査研究
イギリスホワイト
カラ （ー1000人） 日本（1567人） アメリカ（752人） ドイツ（674人）うち大企業管理職
（141人）
ない 49.1 29.1 69.2 54.3 71.9
ある 50.9 70.9 28.9 43.2 28.1
無回答 0 0 2.1 2.5 0
注： 先行調査研究は小池・猪木（2002:258）から引用。日本、アメリカ、ドイツの回答者の大半が大企業の課長、部長なので、
イギリスの回答者のうち大企業勤務（従業員 1000人以上）の課長クラス、部長クラスを大企業管理職として集計した。
表 5	 今の仕事をする上で不可欠なもしくはもっていた方がよい公的・社会的資格が必要な理由（MA）	 （単位：%）
2018 英国調査 （参考）先行調査研究
イギリスホワ
イトカラー
（509人）
日本
（443人）
アメリカ
（325人）
ドイツ
（174人）うち大企業管
理職（100人）
仕事に就くために不可欠な条件だから 50.8 48.0 18.7 34.5 38.7
昇進に有利だから 46.3 60.0 8.6 42.2 39.8
資格を持っていると社会的評価が高まるから 15.0 24.0 20.9 63.4 16.7
転職に有利だから 21.1 20.0 13.3 58.2 44.6
今の仕事の遂行能力が身につくから 26.4 23.0 78.3 64.9 76.3
注： 先行調査研究は小池・猪木（2002:258）から引用。日本、アメリカ、ドイツの回答者の大半が大企業の課長、部長なので、
イギリスの回答者のうち大企業勤務（従業員 1000人以上）の課長クラス、部長クラスを大企業管理職として集計した。
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するのがキャリアの横である。また昇進選抜の時
期をみるのがキャリアの縦である。
4.4.1　現在の職能と最長経験職能
　まず現在ついている職能と入社後最も長く経験
した職能の関係をみてみよう。
　表 6は、現在の職能と最長経験職能が一致して
いるものを示している。今回の調査対象がホワイ
トカラーの中でもマネージャー層に焦点を当てて
いることから、アドミニストレーションを職能と
するものが多い。現在の職能と最長経験職能の一
致する割合は、職位により差異がある。アドミニ
ストレーションやセールス & マーケティングで
は一致する割合が多いが、人事や企画では比較的
少ない。このことはアドミニストレーションや
セールス & マーケティングでは他の職能を経験
した者の割合が少なく、人事や企画では他の職能
を経験した者の割合が多いことを示している。
4.4.2　勤続年数に占める最長経験職能の割合
　つぎに現在の勤務先での勤続年数に占める最長
経験職能の割合を算出した。今の組織内での勤続
年数に占める最も長く経験した職能の割合を知る
ことは、当該ホワイトカラーの仕事の幅の広狭や
専門特化度を知る上で重要である。後にみる国際
比較を可能とするために、勤続に占める最長経験
職能の割合を 25％以下、26～ 50％、51～ 75％、
76％以上の 4つの区分に分けた。先行研究である
小池・猪木（2002:259-260）に倣って、76％以上
の者を特定職能型（特定の職能分野の経験が相当
長い）、51～ 75％の者を主＋副職能型（他の職能
分野の経験もあるが特定職能分野の経験が比較的
長い）、50％以下の者を副職能型（複数の職能分
野を経験し、経験の長い特定の職能分野がない）
と呼ぶことにしよう。
　現在の職能と最長経験職能が一致している者
としていない者とを比較すると、ある意味で当
然だが、一致している者の方が一致していない
者よりも特定職能型が多く（一致しているもの
の 83.8％）、一致していない者でもその 6割強
（64.6％）が特定職能型である。
　表 7の上段は、勤続に占める最長経験職能の割
合を管理職と一般社員に分けてみたものである。
それによると、調査対象全体では、76％以上のも
のが最も多く、80.1％と約 8割を占めている。今
回調査の対象となったイギリスのホワイトカラー
の 8割強、管理職の約 4分 3は特定職能型である
といえるだろう。なお管理職と一般社員を比べて
みると、管理職では特定職能型が少し減り、その
分、主＋副職能型が少し多くなっている。これは
管理職の方が異動やローテーションの頻度が多く
なり、そのことが仕事の幅を広げていることを示
唆している。
　表 7の下段は、勤続に占める最長経験職能比率
を従業員規模 1000人未満と 1000人以上に分け
てみたものだが、大企業の方が、職能特化型（76％
以上の割合）が少ない。これは従業員規模が大き
くなると、異動やローテーションなどの実施割合
も増えるため職能経験の幅が広がるためと考えら
れる。
表 6	 現在の職能と最長経験職能の一致する割合	 （単位：%）
今の職能とこれまで最も長く担当した職能の一致する割合
ファイナンスセールス＆
マーケティング
人事 企画 生産
アドミニストレーション
メインテナンス
研究開発
購買
マネジメントトレーニ シーステム、
コンピューティング
品質管理
イギリスホワイトカラ （ー991人） 60.7 85.4 35.1 46.7 68.2 90.8 45.5 74.3 72.2 38.9 44.4 70.0
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4.4.3　国際比較
　表 8は、2018英国調査の結果を先行調査研究
の結果と比べたものである。それによると、イギ
リスのホワイトカラー全体でみると日本やドイツ
はもとよりアメリカと比べても特定職能型が多い
ことがわかる。これは一般社員の多くは職能が特
化していることによるものと考えられる。なお、
イギリスの大企業管理職はホワイトカラー全体と
比べて特定職能型の割合が下がり 64.4％であり、
これはアメリカの 65.6％とほぼ同じ割合である。
　改めて注目されるのは日本の管理職の特定職
能型の少なさである（39.2％）。荒っぽくいえば、
日本の管理職は特定職能型が約 4割、主＋副職能
型が約 3割、副職能型も約 3割の構成になってい
るといえる。日本のホワイトカラーを特定職能の
ないゼネラリストという指摘がなされることがあ
るが、この結果はそれとは異なる。
　しかし、とはいえ、イギリスの大企業管理職は
特定職能型が 6割強、主＋副職能型が 2割弱、副
職能型も 1割強の構成だから、それと比べると日
本の管理職の職能の幅は広いと言わざるをえな
い。
4.5	 組織内キャリアの縦――ファストト
ラックの有無、最初の選抜時期及び横
ばい群の出現時期
　ここでは組織内キャリアの縦について分析す
る。小池・猪木（2002）と比較するために、幹
部候補生のキャリアルートの有無、組織内キャリ
アの縦は同期の中で最初の差が生じる時期と同期
集団の約半数がそれ以上昇進しない時期を尋ね
た。すでにみたようにイギリスでは、転職経験者
が多く、新卒採用後に長期で雇用される者が主流
とはいえないため、同期集団が長期的に競争しな
がら、昇進して縦のキャリアを形成するという想
定に無理がある。だが、唯一ともいえる先行調査
表 7	 勤続に占める最長経験職能――職位別及び従業員規模別	 （単位：%）
勤続年数に占める最長経験職能
合　計
25％以下 26～ 50％ 51～ 75％ 76％以上
部長・課長クラス（223人） 2.2 9.9 14.3 73.5 100
係長・一般社員（382人） 1.6 6.0 8.6 83.8 100
1000人未満企業（354人） 1.4 5.4 8.8 84.5 100
1000人以上企業（293人） 2.4 9.9 13.0 74.7 100
合計（647人） 1.9 7.4 10.7 80.1 100
注： 数値は最長経験職能を勤続年数で除して求めた。
表 8	 勤続年数に占める最長経験年数の割合の国際比較	 （単位：%）
勤続年数に占める最長経験職能
合　計
25％以下 26～ 50％ 51～ 75％ 76％以上
2018英国調査
イギリスホワイトカラ （ー647 人） 1.9 7.4 10.7 83.8 100
うち大企業管理職（87 人） 3.4 12.6 19.5 64.4 100
先行調査研究
日本（1415 人） 3.0 27.4 18.7 39.2 100
アメリカ（619 人） 1.0 14.7 18.7 65.6 100
ドイツ（523 人） 3.6 13 25.4 57.9 100
注： 先行調査研究は小池・猪木（2002:259）から引用。日本、アメリカ、ドイツの回答者の大半が大企業の課長、部長なので、
イギリスの回答者のうち大企業勤務（従業員 1000人以上）の課長クラス、部長クラスを大企業管理職として集計した。
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研究との比較を試みるために、同様の設問を設け
て比較考察することとした。
　
4.5.1　幹部候補生のキャリアルートの有無
　欧米の大企業には、（日本の企業とは違って）
入社段階から将来の幹部候補を採用し、早期に
幹部を育成するためのキャリアルート（ファス
トトラックともいう。）があるのだろうか。そ
こで幹部候補生のキャリアルートの有無をみる
と、調査対象全体では、ちょうど 50% が「な
い」としているものの、「入社時点からある」と
する者が 12.3％、「入社後しばらくしてからある」
は 20.9％となっている。幹部候補生のキャリア
ルートは、大企業管理職では、「入社時点から」
が 20.3％、「入社後しばらくしてから」になると
37.1％に及ぶ。
　幹部候補生のキャリアルートの有無を国際比較
したものが表 9である。それによると、幹部候補
生のキャリアルートの導入割合は、イギリス大企
業管理職の回答が最も多い。アメリカ、ドイツが
これにつぎ、日本は最も少ない。
　幹部候補生のキャリアルートの存在と関連し
て、2018英国調査では、「今の会社で一般的に認
識されているキャリアパスはあるか」を尋ねた。
その結果をファストトラックの存在別に集計した
結果が表 10である。
　注目すべきは、このキャリアパスの認識割合
は、将来の幹部候補生のためのルートの存在とも
関係しており、「入社時点から（幹部候補のルー
ト）がある」と回答した大企業管理職の 62.1％は、
「明確に認識できるキャリアパスがある」と回答
している点である。ここから大企業ではファスト
トラックがキャリアパスとして明確に認識されて
いることが示唆される。
4.5.2 組織内キャリアの縦：昇進で差の生じる時
期と昇進見込みのなくなる時期
　次にキャリアの縦、つまり昇進選抜時期である。
昇進に差のつく時期について調査票では、①「同
一年次入社の社員の間で昇進に差のつく時期は入
社何年目か」という質問を設けた。また②昇進の
見込みがなくなる時期については「同一年次入社
の社員の間で昇進の見込みがなくなるのは入社後
何年目ですか」という質問を設けた。
　その結果、①については、イギリスホワイトカ
ラーの平均は 3.13年、大企業管理職の平均は 3.75
年である。また②については、イギリスホワイト
カラーの平均は 4.81年、大企業管理職の平均は、
5.79年となっており、①②ともに大企業管理職の
時期はやや遅い傾向にある。
　ちなみに表 11には先行調査研究での国際比較
の結果も掲載している。①昇進に差のつく時期に
ついては、イギリスの大企業管理職は、アメリ
カの 3.42年、ドイツの 3.71年よりはやや遅いが、
表 9	 幹部候補生のキャリアルートの有無	 （単位：%）
2018 英国調査 （参考）先行調査研究
イギリスホワイ
トカラー
（996人）
日本
（148人）
アメリカ
（99人）
ドイツ
（131人）うち大企業管
理職（143人）
入社時点からある 12.3 20.3 3.4 10.1 9.9
入社後しばらくしてからある 20.9 37.1 5.4 38.4 28.2
ない 50.0 34.3 89.9 49.5 51.9
わからない 16.8 8.4 1.4 0 0
無回答 0 0 0 2.0 0.9
注： 先行調査研究は小池・猪木（2002:264）から引用。日本、アメリカ、ドイツの回答者の大半が大企業の課長、部長なので、
イギリスの回答者のうち大企業勤務（従業員 1000人以上）の課長クラス、部長クラスを大企業管理職として集計した。
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日本の 7.85年よりは早いといえる。一方②は先
行調査研究の質問文とやや違いがあるので正確な
比較はできないが、参考までに掲載した。それに
よると同期入社社員の間で半数が昇進の見込みが
なくなる時期は、日本 22.30年、ドイツ 11.48年、
アメリカ 9.10年となっている。2018英国調査の
大企業管理職の平均 5.79年は「昇進の見込みが
なくなる時期」を尋ねた結果なので、この差異は
質問文の違いによるところが大きいと思われる。
5　結びに代えて――英国と日本の特徴
　これまでの分析結果及び先行調査研究との比較
考察の結果を簡単に要約し、その上で日英それぞ
れの特徴もしくは両国間にある差異について考え
てみたい。
5.1　結果の要約
　まず冒頭に提示した仮説にそって検討結果を要
約すると以下のようになる。
表 10　幹部候補生のキャリアルートとキャリアパスの認識度――イギリス大企業管理職	 （単位：%）
今の会社で一般的に認識されているキャリアパスはありますか
合　計はい、明確に認
識できるものが
あります
はい、あります
が広く認識され
ていません
必ずしもないで
す。とぎれとぎ
れのものしかあ
りません
わからない
勤務 先で将来の
幹部候補生を入社
後早い時 期に選
抜するためのキャ
リアルートがある
と思いますか
入社時点から
（29 人）
18 8 2 1
62.1 27.6 6.9 3.4 100.0
入社後しばらく
してから（53人）
35 11 7 0
66.0 20.8 13.2 0.0 100.0
ない
（49 人）
19 13 17 0
38.8 26.5 34.7 0.0 100.0
わからない
（12 人）
4 3 4 1
33.3 25.0 33.3 8.3 100.0
合計（143人）
76 35 30 2
53.1 24.5 21.0 1.4 100.0
表 11　昇進時期の国際比較
2018 英国調査 （参考）先行調査研究
イギリスホワイト
カラ （ー902人）
日本
（148人）
アメリカ
（99人）
ドイツ
（131人）うち大企業管理
職（138人）
同期入社社員間で初めて昇進
に差のつく時期
3.13 年
（標準偏差 3.65）
3.75 年
（標準偏差 3.82）
7.85 年
（標準偏差 3.56）
3.42 年
（標準偏差 1.96）
3.71 年
（標準偏差 1.87）
同期入社社員間で昇進の見込
みのない人が生じる時期（注 2）
4.81 年
（標準偏差 5.51）
5.79 年
（標準偏差 5.70）
22.30 年
（標準偏差 6.03）
9.10 年
（標準偏差 1.96）
11.48 年
（標準偏差 6.51）
注 1： 先行調査研究は小池・猪木（2002:265）から引用。日本、アメリカ、ドイツの回答者の大半が大企業の課長、部
長なので、イギリスの回答者のうち大企業勤務の課長クラス、部長クラス以上を大企業管理職として集計した。
注 2： 先行調査研究では「同一年次の社員の間でそれ以上の昇進の見込みがなくなるのが約半数に達する時期」と尋ね
た結果なので、2018 英国調査との正確な比較はできない点に注意。
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　第 1に、転職経験者の割合については、大企業
管理職の転職経験者は日本では少ないが、イギリ
スでは多いと考えられた。そこで、学校卒業と同
時に入社し転職せずに昇進して管理職になった者
（今の会社のみ経験）の割合をみると、イギリス
のホワイトカラー全体では 16.4％、大企業管理職
になると 14.7％とかなり少なかった（ちなみにこ
れは先行調査研究のアメリカよりも少ない）。ま
た 5社以上の多頻度転職経験者の割合はイギリス
の大企業管理職では 23.1％であった（アメリカ
の 15.6％よりも多い）。つまりイギリスの大企業
管理職には転職経験者が多かった。それに対して
日本の大企業管理職は今の会社のみが 81.5％と多
い。日本の大企業管理職は、新卒採用で入社した
生え抜き昇進の管理職が約 8割を占めていること
になる。
　第 2に、そのことが可能となる背景として、学
校で学んだことが今の仕事に役立つという意味で
の教育の職業的意義（職業的レリバンス）がイギ
リスでは強かった。今の仕事をする上で役に立っ
たことを尋ねた結果をみると、「会社が実施する
Off-JT」「最終学歴の教育内容」「特定職能内の特
定の仕事の経験」がイギリスで多かったが、とく
に最終学歴の教育内容の有用性の高さは、そのこ
とと整合的である。他方で日本がイギリスよりも
スコアが高かったのは、「当該職能内のいろいろ
な仕事の経験」「当該職能の他の職能の経験」「職
場の上司の指導やアドバイス」であった。
　第 3に、それとあわせて仕事が社会性（他社通
用性）を持つために、公的もしくは社会的資格が
必要となる度合がイギリスでは強く、日本では弱
いと考えられた。そこで「現在従事している仕事
につくために不可欠なもしくは持っていた方がよ
い公的もしくは社会的資格の有無」について尋ね
た結果、イギリスの管理職の 49.1％、大企業の管
理職になると 70.9％が「ある」と回答しており「な
い」を上回っていた。これに対して日本の管理職
では「ある」と回答している者は 28.9％と少なく、
「ない」が 69.2％と多かった。
　第 4に、組織内キャリアの横についてみると、
イギリスは日本よりも職能範囲が狭いと考えられ
た。そこでキャリアの幅を調べると、「勤続年数
に占める今の職能の占める割合が 76％以上」と
いう意味での職能特化型の大企業管理職の割合が
イギリスでは 64.4％と日本の 39.2％よりも多かっ
た。
　第 5に、組織内キャリアの縦つまり昇進選抜の
時期についてみると、幹部候補生のためのキャリ
アルートの割合はイギリスで多く（日本で少な
く）、大企業管理職の昇進の時期は日本よりも早
いと考えられた。そこで幹部候補生のためのキャ
リアルートの割合を調べると、イギリスの大企業
管理職の 20.3％が「入社時点からある」（日本は
3.4％）、37.1％が「入社後しばらくしてからある」
（日本は 5.4％）と回答しており、日本よりもはる
かに多かった。またイギリスのホワイトカラーが
昇進で差のつく時期をみると、①同期の中で最初
の差が生じる時期の平均は 3.13年、②同期入社
社員間で昇進の見込みのない人がでる時期の平均
は 4.81年であった。そのうち大企業管理職の場
合は、①の平均が 3.75年、②の平均が 5.79年となっ
ており、大企業の管理職の選抜時期はやや遅れる
傾向にあったものの、比較可能な①について日本
と比べるとその時期は早かった。
　以上をまとめよう。イギリスの管理職は、教育
の職業的レリバンスが強く、学校での教育内容と
今の仕事に関連性がある（日本は関連性が弱い）。
また仕事に資格要件が求められる割合も多い（公
的・社会的資格の必要な理由として「今の仕事に
不可欠の条件だから」が多い）。このことは組織
外部での職業教育訓練や学習が組織内部での職務
遂行のための知識やスキルとの関連性が強いこと
を意味する。それはまた職能特化型の管理職が多
いこととも整合性をもつわけで（職能特化型の割
合はイギリス大企業管理職では 7割弱だが、日本
では 4割弱）、「欧米はジョブ型」に馴染むエビデ
ンスと読める。さらに職能特化性と他社通用性
を持つ管理職の仕事と能力は移動性向を強める
ことと整合的である。加えて、多くみられる幹部
候補生のためのキャリアトラックの普及は、見方
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によっては、入社後、早めに昇進の差や昇進の停
滞が生じてくることとも関連してこよう。今の勤
務先での昇進が望めないなら早々と移動しながら
キャリアアップを果たすという志向性が生じても
不思議ではない。
5.2　時間の差異
　以上の要約を踏まえて浮かび上がってくる日英
間の差異として指摘する必要のあることは、イギ
リスの管理職の移動性向は、日本と比べて高いと
いう結果であろう。冒頭に記した伝統的キャリア
論と新しいキャリア論のどちらの観察眼が現実に
馴染むかという問いに照らしてもこの点は重要で
ある。日英の管理職それぞれに一社に長期勤続し、
内部昇進して管理職になった者と、転職しながら
昇進して管理職になった者が一定割合存在してい
た。だが、後者の割合は明らかにイギリスが多かっ
たといえる。
　この事実発見に馴染むエビデンスとして表 12
及び表 13をあげておきたい。表 12の上段は、イ
ギリスのホワイトカラーや管理職が将来のキャリ
アについてどう考えているか、また下段は今の仕
事で一人前になるのに効果的な方法を尋ねた結果
をみたものである。参考までに同じ質問で日本の
中小企業従業員に尋ねた結果も掲載してある 3。
　この結果から指摘できるのは、将来のキャリア
について「今の会社で頑張りたい」という考え方
と「他によいところがあれば移りたい」という考
え方の割合の違いであり、イギリスは日本より「今
の会社で頑張りたい」者の割合が少なく約 4割程
度だが、日本はそれより多く 5割強であるという
ことである。誤解をしてはいけないのはイギリス
でも最も多いのは「今の会社で頑張りたい」であ
る。しかし移動性向の違いはあるのであり、荒っ
ぽくいってイギリスは転職志向が約 3割、日本の
それは 1割程度となる。
　同様のことは表 12の下段にある「一人前にな
るのに効果的な方法」についても当てはまる。イ
表 12　将来のキャリア志向と一人前になるのに効果的な方法	 （単位：%）
2018 英国調査 （参考）先行調査研究
イギリスホワ
イトカラー計
（1000人）
日本中小サー
ビス業従業員
（1317人）
日本中小製造業
従業員（911人）うち大企業管理
職（143人）
（将来のキャリア志向）
これからも今の会社で頑張りたい 41.5 39.9 56.5 50.9
他によいところがあれば移りたい 27.8 35.0 9.8 12.1
成り行きに任せる 15.6 12.6 12.9 17.6
適当な時期に退職して家庭に入りたい 8.4 8.4 3.9 3.0 
将来独立したい 3.4 2.8 3.9 6.8 
将来のことは考えていない 3.3 1.4 9.7 8.0 
（一人前になるのに効果的な方法）
一つの勤め先で長期的に働き続ける 42.5 39.3 60.1 72.1
会社は変わっても同じ仕事を続ける 30.7 37.1 18.8 10.2
一人前になるまでは同じ勤務先で仕事を続け、
そのあとは会社を変わって経験を積む
21.0 19.3 10.5 5.1
その他 5.9 4.3
資料： 先行調査研究のうち、日本中小サービス業従業員は労働政策研究・研修機構（2010）、日本中小製造業従業員は
労働政策研究・研修機構（2011）を参照。
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ギリスでも最も多いのは「一つの勤め先で長期に
わたって勤め続ける」であり、これが 4割程度で
あるが、日本はその割合がもっと高くて 6割～ 7
割に達している。逆にイギリスは「会社は変わっ
ても同じ仕事を続ける」（イギリスホワイトカラー
全体で 30.7％、大企業管理職では 37.6％になる）
が多いが、日本ではその割合は流動性が比較的高
いといわれる中小サービス業でも 18.8％、中小製
造業になると 10.2％となる。「会社を変わっても
同じ仕事を続ける」と「一人前になるまでは同じ
勤務先で仕事を続け、そのあとは会社を変わって
経験を積む」と合わせて複数企業経験が効果的な
方法だとみなすなら、その割合はイギリスでは 5
割を超えるが、日本では中小サービス業でも 3割
弱、中小製造業だと 15％程度にとどまる。これ
もあくまで割合の違いだが、小さな違いとはいえ
ないだろう。このことは表 2でみた転職経験者割
合及び国際比較の結果とも整合的である。
　今一つの表 13は、最も望ましいコースをみた
ものだ。大企業管理職は、「いくつかの会社を経
験して、だんだん管理的な職業になっていくコー
ス」が 30.5％と最も多い。つまりイギリスの管理
職が最も望ましいと考えるコースは複数企業を経
験して管理職昇進を果たしていくようなキャリア
イメージである。ここからも移動しながら管理職
になる者が多いことが示されているといえるだろ
う。その割合は、日本の勤労者計の 7.7％や管理
職の 11.9％と比べても明らかに多い。
5.3　今後の課題
　イギリスの大企業管理職の移動性向が日本と比
べて比較的高く、複数企業を経験しながら技能や
キャリアの形成を図ることが望ましいという事実
は、バウンダリレス・キャリアなどの新しいキャ
リア論に馴染む経験的エビデンスがイギリスの労
働市場に存在していることを示唆している。
　今後の課題として以下 2点を挙げておこう。
　一つ目は、こうした経験的エビデンスのもつ意
義である。この結果を単にイギリスのホワイトカ
ラーや管理職は流動性が高く、日本のそれは低い、
表 13　職業キャリアの最も望ましいコース	 （単位：%）
一つの会社に長く勤め、だんだん管理的な仕事になっていくコースいくつかの会社を経験して、だんだん管理的な仕事になっていくコース一つの会社に長く勤め、ある仕事の専門家になるコースいくつかの会社を経験して、ある仕事専門家になるコース最初は雇われて働き、後に独立して仕事をするコース最初から独立して仕事をするコースどちらともいえないわからない合
　
計
2018 英国調査
イギリスホワイトカラー
（993人）
21.9 22.6 22.4 14.4 5.0 1.0 5.6 7.2 100.0
うち大企業管理職
（141 人）
25.5 30.5 16.3 13.5 5.7 0.0 5.7 2.8 100.0
先行調査研究
日本勤労者計
（2729 人）
22.1 7.7 20.9 18.4 10.2 3.0 13.9 3.8 100
日本管理職
（151 人）
29.1 11.9 18.5 15.9 10.6 6.0 7.3 0.7 100
資料：先行調査研究は、労働政策研究・研修機構（2005）を参照
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というだけなら（比較して差異を見出すことには
意味があっても）それほど有意義なものではない。
これまでの分析結果からも明らかなように、イギ
リスにも移動向の低い転職未経験者や「今の会社
で勤めけたい」というキャリア志向者は一定割合
存するし、日本にも移動性向の高いものが一定割
合存在しており、あくまで相対的割合の違いであ
るからである。したがってそうした分析結果が本
人の意識からみていかなる意味を有しているかを
考察する必要がある。2018年英国調査ではその
解明に関連するデータを収集しており、この点を
含めた分析は次の課題となる。
　二つ目は、そのこととも関連するが、分析結果
を職業別労働市場の性格を有しているかどうかと
いう観点からの検証も必要となろう。佐藤（2011：
77-97）では、日本における仕事を変えず賃金の
低下を経験せずに転職した者のキャリアを分析し
た。また佐藤（2017：23）ではイギリスの研究
レビューに基づく分析指標の整理を試みたが、そ
れらを念頭に置きながら、2018英国調査におけ
る傾向がどのようなものかを実証的に分析するこ
とが課題となるであろう。
	 	 注
1） 本ノートで先行調査研究とよぶ小池・猪木
（2002）のデータは、日本労働研究機構（1998）
がもとになっている。筆者はプロジェクトメン
バーとして参加した。表 14 に回答者の基本属
性を記しておくことにする。
2） 2018 英国調査の調査データは、科研費基盤研
究 C（課題「内部労働市場と職業別労働市場に
関する日英比較研究」、課題番号 18K01807 代
表者　佐藤　厚）によって実施された。調査は、
民間調査会社クロスマーケティング社の協力を
得て、イギリスのホワイトカラー 1000 名を対
象に 2018 年 11 月 1 日調査時点で実施された。
回答者の選定にあたっては、全員が職業分類で
いうホワイトカラー職種（専門・技術職、管理職、
事務職、営業職・販売職）であること、企業規
模 300 人以上の企業を 6 割程度含むこと、性別
構成や年齢構成に大きな偏りのないこと、など
を条件に実査依頼を行った。
3） 先行調査研究の日本の中小企業調査の回収サン
プル構成は以下のようである。中小サービス業
は、情報サービス業、建物サービス業、土木
建物サービス業、葬祭業、学習塾、老人福祉・
介護、美容業などの業種からなるサービス業
（平均従業員数 78.8 人）に勤務する従業員（男
性 71.0％、平均年齢 39.9 歳、大学・大学院卒
38.1％）911 人である。筆者はこの調査プロジェ
クトに主査として関わった。
表 14　先行調査研究（小池・猪木 2002）の回答者の基本属性	 （単位：％）
日本（1567 人） アメリカ（752 人） ドイツ（674 人）
性別（男性） 99.3 73.3 81.9 
地位： 課長 37.5 43.0 38.6 
　　： 部長 62.5 57.0 61.4 
職能： 人事 26.0 29.9 41.7 
　　： 営業 27.2 29.0 27.4 
　　： 経理 46.8 32.2 30.9 
学歴： 4年制大学相当 84.3 32.7 39.9 
　　： 大学院相当（含む MBA） 1.9 60.9 11.3 
企業規模（1000人以上割合） 92.0 96.5 62.9 
産業（製造業） 48.7 31.9 41.8 
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 　また中小製造業は、機械・金属産業を中心と
する従業員数 300 人以下の企業に勤務する技
能職・技術職（男性 80.2％、平均年齢 40.2 歳、
大卒者以上 25.0％）1317 人である。筆者はこ
の調査プロジェクトに主査として関わった。
4） 先行調査研究の労働政策研究・研修機構（2005）
のサンプル構成は以下のようである。全国 20
歳以上の男女 4000 人を対象に訪問面接調査
を実施し 2315 人（回収率 57.9％）から回答
を得た（男性 43.9％、年齢構成は、20 歳代
8.5％、30 歳代 15.0％、40 歳代 16.3％、50 歳
代 19.4％、60 歳代 21.8％、70 歳代 19.0％）。
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Comparative study on white-collar workers career 
formation in the UK and Japan : 
main fact findings from the web-questionnaire survey 
about UK white collar workers in large firm.
　The purpose of this research note is to 
investigate how UKʼs white-collar workers 
including managers form their career in 
organization, by comparing with previous 
international comparative studies, such as 
Storey et al. (1997) or Koike and Inoki (2002).  
　The 1000 data-set of white-collar workers 
were gathered by web-questionnaire survey 
about white collar workers, consisting of about 
400 managers being employed in UK ﬁrms 
(hereafter abridged as 2018 UK research). 
Although a large number of research about 
white-collarʼs career formation, including 
new career theory such as boundaryless 
career as well as traditional career model, but 
unfortunately little is known about comparable 
data on real circumstance of white-collar 
workers career in the UK and Japan. The 
information collected in our research on white-
collar workers seems to be of use in comparing 
with previous research, because 2018 UK 
research are designed to compare with 
previous research by making same question as 
the previous research.
   According to previous studies such as Koike 
and Inoki (2002), we should examine following 
hypotheses.
　1 While many UK managers would tend 
to change job frequently, Japanese managers 
donʼt tend to change job frequently.
　2 One of conditions that enable to change 
job would seem to be strong occupational 
relevance of school education in the UK, but 
it would not seem strong in Japan. In addition 
to this condition, it seems that managerʼs job 
would be required oﬃcial or social qualiﬁcation 
because these qualifications will enhance 
portability of managerʼs job.
　3 Managerʼs career formation can be 
approached from the view point of horizontal 
breadth of organizational career. Previous 
research show that UK managers breadth of 
career in organization would be narrower than 
that of Japanese managers. 
　4　 Managerʼs career formation can also be 
approached from the view point of vertical 
promotion of organizational career. Previous 
research show that speed of UK managers of 
vertical promotion would be faster than that of 
Japanese managers. 
　Result of our examination based on the 
data of 2018 UK research and international 
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comparison between UK and Japan are as 
follows.
　1 The ratio of UK managers with non-
experience working for other ﬁrms differs 
between UK and Japan. That ratio also means 
who entered as new school leaver and didnʼt 
experienced job change (in other words, they 
are current ﬁrms is only ﬁrms worked for) is 
about 20 percent, which is much lower than 
about 80 percent of managers in Japan.  
　2 Occupational relevance of school education 
in the UK is stronger than that of Japan.
　The result of UK managers answering 
question about useful things in coping with 
current managerʼs job are educational content 
of advanced academic studies as well as Off-
JT of ﬁrm. On the contrary, many of managers 
in Japan answered that many job experiences 
within current function, or experience in other 
function, or advice from their boss.
　3 Oﬃcial or social certiﬁcation requirement 
of UKʼs manager job would be stronger 
than that of Japanese manager. While 67.4 
percent of managers worked for large ﬁrms 
in the UK answered yes about the question 
whether there are any official or social 
qualiﬁcations that are essential or desirable to 
gain employment or to work in your current 
job, only 28.9 percent of Japanese manager 
answered yes.
　4 It was found that horizontal breadth 
of UKʼs managers career in large ﬁrm are 
narrower than that of Japanese managers. 
In case of UK managers, the ratio of function 
specific typed manager, which means 76 
percent or more of oneʼs experience in a given 
work function (extensive experience in a given 
function), are 68.3 percent, which are higher 
than that of Japanese managers. 
　5 Regarding with speed of vertical 
promotion, it was found that fast truck which 
means the route for candidate of future oﬃcer 
prevail much more in the UK than Japan. 
In addition to that, difference in promotion 
amongst employees hired during same year 
arise earlier than that of Japanese managers. 
UK managers promotional difference arise 
at 4.26 year, 7.86 years in case of Japanese 
managers. 
 To sum up the major characteristics of UK 
managerʼs career formation, their changing job 
orientation is relatively higher turnover rate 
than Japanese managers.
 The fact that their changing job orientation 
is relatively higher than that of manager s in 
Japan suggests that there would be suitable 
evidences to new career theory like 
boudaryless career in labor market in the UK.
